　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　健福第 １３－３３９ 号
平成１６年１０月２８日
　各福祉用具貸与事業所管理者　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三重県健康福祉部長

福祉用具貸与事業所の価格表の取扱について（通知）

　平素、介護保険制度の円滑な運営にご協力賜り有難うございます。

　さて、福祉用具貸与事業所は、福祉用具の利用料を運営規程に定め、その定めた利用料に基づき、福祉用具を利用者に貸与する必要がありますが、県の実施指導の結果、運営規程で定めた利用料と異なる価格で、福祉用具を貸与しているケースや、県に届けた価格表に記載されていない福祉用具を貸与しているケースが、いくつも確認されました。

　また、福祉用具貸与については、各事業所ごとに価格を設定できるため、いつでも価格の変更は可能ですが、事業所の価格表を変更する度に、県へ届け出を行う必要があります。　しかし、価格表の変更届が提出されていないケースが、かなりあることも判明しました。

　このような状況の中、一部の事業者において、同一商品に複数の価格が設定されているケースも判明しております。

　県では、このような不適切な価格が設定されているケースがあることから、利用者保護と介護給付費の適正な支給を図るため、下記のとおり、福祉用具貸与事業所の価格表を取扱うことといたしました。

　つきましては、下記により、価格表を提出して下さい。

　なお、これから提出される価格表については、県内保険者及び三重県国民健康保険団体連合会に提供し、県との情報の共有化を行います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．提出物　　変更届出書　１部

　　　　　　　運営規程　１部（今回、運営規程の変更が必要となる事業所のみ）

　　　　　　　価格表　１部

　　　　　　　価格表を保存したフロッピーディスクかＣＤ－Ｒ　１部

　　　　　　　商品カタログ　１部（既に県に提出されているものと変更がなければ、今

　　　　　　　　　　　　　　　　　回は、提出不要）

２．提出先　　〒５１４－８５７０

　　　　　　　三重県津市広明町１３番地

　　　　　　　三重県健康福祉部長寿社会室介護保険グループ

　　※今回の提出のみの提出先です。この提出の後に、変更があった場合は、管轄の県民

　　　局保健福祉部へ提出して下さい。

３．提出期限　平成１６年１１月３０日（火）

４．価格表の作成方法

　福祉用具貸与事業所が、運営規程で定める福祉用具貸与の利用料金の記載方法等について次のとおりとする。

（１）運営規程の本文で、「福祉用具貸与を提供した場合の利用料金については、別紙価格

　表に定めるとおりとし、法定代理受領の方については、その価格の１割とする。」と規定

　すること。

　　なお、利用料金を月額で設定している事業所については、利用開始月と利用終了月が

　異なる場合、１ヶ月の利用日数が半月に満たない場合の利用料金は、半月単位となりま

　すので、この場合の利用料金を運営規程に定める必要があります。

（２）運営規程の別紙として、価格表を作成すること。なお、様式については、様式１（単

　品用）と様式２（セット用）とする。

（３）価格表の作成については、次の事項に留意すること。

　①種目欄には、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与に係る福祉用具の種目を記載するこ

　　と。

　②商品名欄には、製造業者が定めた商品名を記載すること。

　③製造業者名欄には、福祉用具を製造した事業者の名称を記載すること。

　④型番欄には、製造業者が定めた型番を記載すること。

　⑤利用料欄には、福祉用具貸与の係る１ヶ月の利用料金を記載すること。但し、利用料

　　金を、日又は半月で設定している場合は、日額又は半月額で記載し、様式１、２の利

　　用料（月額）を、利用料（日額）又は利用料（半月額）に書き換えること。なお、利

　　用料金については、保険給付額と利用者負担額を合計した額とすること。

　⑥利用料設定日欄については、利用料を設定した日を記載すること。なお、Ｅｘｃｅｌ

　　では、書式を設定しているので、入力にあたっては、○○○○／○○／○○と半角文

　　字で行うこと。

　⑦変更区分欄には、利用料の変更を行った場合のみ、変更、新規、中止のいずれかを入

　　力すること。

　⑧セット商品欄には、事業所が定めたセット商品名を記載すること。なお、セット商品　

　　を構成する福祉用具が、すべて単品として扱っている場合は、セット商品欄に記載す

　　る必要はありません。但し、セット商品の価格とこのセット商品を構成する単品商品

　　の合計額が異なる場合は、特定の利用者のみに値引きを行うこととなりますので、不

　　適切な価格設定なります。

　⑨セット商品については、セット商品の内訳欄に、セット商品を構成する全ての単品の

　　福祉用具の内容を記載し、単品での貸与を行わない福祉用具の利用料欄は空欄とする

　　こと。

　⑩事業所番号欄は、新たに指定を受ける事業者については、空欄とすること。

（４）価格表については、紙及び電子媒体（フロッピーディスク又はＣＤ－Ｒ）で作成す

　ること。

（５）電子媒体で提出する価格表については、Ｅｘｃｅｌで作成すること。

 ５．今後の取扱について

　今回の価格表の提出後、価格や取扱商品等に変更があった場合は、従来の変更届出書と同様に、変更のあった日から１０日以内に管轄の県民局保健福祉部へ提出すること。提出する書類については、「変更届出書」、「運営規程」、「価格表」、「価格表を保存したフロッピーディスクかＣＤ－Ｒ」、「商品カタログ（新たな商品を取扱う場合のみ提出）」とし、提出部数は、各２部とする。

　また、これから、福祉用具貸与事業所の指定を受けようとする事業者は、この通知文に基づき、価格表を作成すること。

　

６．留意事項

　価格表の様式については、三重県のホームページに掲載しておりますので、ご活用下さい。次のアドレスで、ホームページにアクセスできます。

　　　http://www.pref.mie.jp/CHOJUS/kurashi/hoken/2004100470.htm

　なお、三重県のホームページにアクセスできない事業所については、三重県長寿社会室介護保険グループへ、フロッピーディスクと返信用封筒を送って下さい。フロッピーディスクに様式を保存して、返送させていただきます。

　今回、価格表を提出していただくのは、三重県指定を受けている全福祉用具貸与事業所を対象としておりますので、提出漏れのないようにお願いします。なお、価格表の提出のない事業所については、適切な価格設定が行われていない可能性があると見なし、指導を行う予定です。

　また、今回は、価格表の変更区分欄は、何も記入しないで下さい。

                                               事 務 担 当

                                                  健康福祉部長寿社会室

                                                  介護保険グループ  　日置・井谷

                                                  TEL  059-224-2262

                                                  FAX  059-224-2919

                                                  E-mail : kaigo@pref.mie.jp
